
 

 

  

 

 

 

 

 

平成２９年度第２回 
 

秦野市都市計画審議会議事録 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開催日 平成２９年１０月１１日（水） 

場 所 秦野市役所本庁舎４階議会第１会議室 

時 間 午前１０時～１１時３０分 



 

 

出 席 委 員 （◎会長、○副会長）（敬称略） 

  

 大野祐司、木村眞澄、◎加藤仁美、鳥海久元、山口政雄、 

佐野友保、髙橋捷治、城取康弘（片山 真の代理）、 

伊藤 浩（三枝 薫の代理）、鈴木 弘、福森 登  １１名 

 

事 務 局 等 出 席 者 

 

都市部長 古谷 榮一 

都市部都市政策課長 小谷 幹夫 

都市部都市政策課課長代理（都市計画担当） 佐藤 靖浩 

都市部都市政策課技師（都市計画担当） 田所 篤 

都市部都市政策課主事（都市計画担当） 尾﨑 祐輔 

都市部都市政策課主査（都市総務担当） 菊地 秀夫 

都市部都市政策課主任主事（都市総務担当） 服部 聡

 

会 議 内 容 

 

【開会】 

【会長あいさつ】 

【副市長あいさつ】 

【諮問】 

【議事】 

（1） 報告事項  

 ア 報告第２号 立地適正化計画の区域素案について  

 イ 報告第３号 秦野市都市計画公園・緑地の見直し計画の素案について  

（2） その他  

生産緑地地区の本市における状況及び生産緑地法等の改正について  

【閉会】  

【議事要旨】 

  別紙参照 
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課長代理 

（都市計画担当） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会 長 

 

課長代理 

（都市計画担当） 

 

八木副市長 

 

課長代理 

（都市計画担当） 

 

 

 

課長代理 

（都市計画担当） 

 

 

皆様、本日は御多用のところお集まりいただき、ありがと

うございます。 

ただ今から平成２９年度第２回秦野市都市計画審議会を

開会させていただきます。 

 

はじめに、出席委員数の御報告をさせていただきます。本

日の出席委員数は１６名中、現在のところ１０名で、１/２

以上の出席となっておりますので、秦野市都市計画審議会条

例第６条第２項の規定により、会議が成立したことを御報告

申し上げます。 

なお、宮林委員、今井委員、山下委員、久保寺委員、平原

委員から欠席する旨、山口委員から遅参する旨の御連絡をい

ただいております。また、秦野警察署長片山委員の代理で交

通課長の城取様に、平塚土木事務所長三枝委員の代理で計画

建築部長の伊藤様に出席をいただいております。 

 

それでは、始めに加藤会長から御挨拶をいただきます。 

 

 

（あいさつ） 

 

続いて、八木副市長から挨拶申し上げます。 

 

 

（あいさつ） 

 

ここで、副市長は次の公務がございますので、大変申し訳

ございませんが、退席をさせていただきます。 

        

―副市長退席― 

 

それでは、次第に基づき議事に移りたいと思いますが、ま

ず、本日の資料の確認をさせていただきます。机上に次第と

委員名簿をお配りしております。 

それから報告事項の案件としまして資料１「報告第２号 
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課長代理 

（都市計画担当） 

 

会  長 

 

 

課長代理 

（都市計画担当） 

 

会  長 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 務 局 

 

 

 

 

 

立地適正化計画の区域素案について」を、また「報告第３号 

秦野市都市計画公園・緑地の見直し計画の素案について」の

資料として、資料２－１の素案の概要、及び資料２－２の素

案の本編を配布しております。 

その他の案件としまして、本年６月に改正生産緑地法が施

行されたことを受け、生産緑地地区の本市における状況及び

生産緑地法等の改正についての資料としまして、国土交通省

作成の、資料３－１「都市緑地法等の一部を改正する法律

案」、資料３－２「生産緑地法等の改正について」を配布し

ております。足りないもの等はございませんでしょうか。 

 

それでは、議事に移りたいと思いますので、ここからの進

行は、加藤会長よろしくお願いいたします。 

 

それでは議事に入ります。 

まず、本日の傍聴についてですが、傍聴人はおりますか。 

 

傍聴人はおりません。 

 

 

それでは、議事に移りますが、まず、最初に議事録署名委

員を指名させていただきます。名簿順ですので、木村委員と

鳥海委員にお願いします。 

 

それでは、会議次第により、進めていきたいと思います。 

本日の議事（１）ア 報告第２号の「立地適正化計画の区

域素案について」を議題とします。事務局説明をお願いしま

す。 

 

それでは、報告第２号「立地適正化計画の区域素案につい

て」をお手元に配布させていただいた資料と前方のスライド

を基に説明します。 

お配りした資料の２ページになりますが、計画の作成スケ

ジュールについて説明いたします。 

立地適正化計画につきましては、本都市計画審議会で３回
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目の報告になります。 

１回目は、平成２８年１２月２２日に制度概要を報告させ

ていただき、２回目は、今年の５月２５日に都市機能誘導区

域設定に係る取組について報告をさせていただきました。 

今回は、都市機能誘導区域の素案が出来ましたので報告を

させていただくとともに、今後は１１月１日から３０日まで

この都市機能誘導区域の素案について市民へ意見募集をし、

今後開催される次回の都市計画審議会で報告をさせていた

だき、意見を基に修正を行い、区域について設定していきた

いと考えています。 

次に、立地適正化計画における記載事項について、説明を

させていただきます。こちらについては、都市再生特別措置

法において、上記の１から４に示すものを必ず明記すること

とされています。 

今年度の作業としましては、赤字で示されています２番の

都市機能誘導区域の設定、３番の都市機能誘導区域に誘導す

べき施設及びその施設の立地を誘導するために本市が講ず

べき施策について検討をしていきます。 

区域のイメージにつきましては、都市のコンパクト化を図

ることから、市街化区域の内側に青色で示しています居住誘

導区域を設定し、その内側に赤枠で囲まれています都市の機

能を拠点に誘導・集約し、各種サービスの効率化を図る都市

機能誘導区域を設定しています。 

次に、５ページ目の資料につきましては、概ね２０年後で

ある平成５２年の人口動向の推計を示したものになります。 

秦野市内の鉄道４駅の周辺に黄色のメッシュの１ヘクタ

ール当たり６０人以上の人口密度が維持されていることが

分かります。 

渋沢駅周辺では、駅の南側でオレンジのメッシュの１ヘク

タール当たり８０人を超える一定の人口密度が維持されて

いる区域があります。 

また、駅から離れた戸川・三屋周辺や、保健福祉センター

周辺でも一定の人口密度が維持されている区域があります。 

秦野駅周辺では、駅の南側の今泉台周辺に一定の人口密度

が維持されている区域があります。 
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また、南が丘では団地もあることから赤色で示されていま

す１ヘクタール当たり１２０人以上の高い人口密度が維持

されている区域があります。 

東海大学前駅及び鶴巻温泉駅周辺では、小田急の鉄道沿線

に南北に一定の人口密度が維持されている区域が広がって

おります。 

鶴巻温泉駅の北側では、南が丘と同じようにマンションが

あることで１ヘクタール当たり１２０人以上の高い人口密

度が維持されております。 

こちらの人口動向を基に都市機能誘導区域の設定を検討

することとなりますが、区域の設定に当たって、現在、国で

示す区域設定の方針は次のとおりとなっています。 

この方針を基に、本市の都市機能誘導区域の設定方針とい

たしまして、次の４つを定めました。 

１つ目としては駅圏とする。 

２つ目として、日常生活の利便性が特に高い場所を区域と

する。 

３つ目として、人口集積の高い箇所を区域とする。 

最後に、用途地域、土地利用の実態、地域としての一体性

及び学校施設等の公共施設を考慮した区域とする。 

こちら４つの設定方針を総合的に検証し、都市機能誘導区

域を設定します。 

各方針の区域設定について説明をさせていただきます。 

まず方針１の駅圏になります。 

都市マスタープランの将来都市像の拠点である秦野駅を

中心に、その他の鉄道３駅を合わせた４駅を都市拠点とし、

これまでの地域公共交通施策を基に、半径７００メートルを

圏域としています。 

次に方針２です。 

こちらについては、これまでの都市計画審議会でも検討

し、状況として報告をさせていただいておりますが、医療・

福祉・商業施設等の生活サービス施設の立地、及び交通の利

便性の高い地域を示したものになります。 

次に方針３としまして、人口集積の高い場所ですが、人口

減少にあってコンパクト化により一定の人口密度の維持を
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図るため、現状で人口集積の高い場所、黒色の斜線で示させ

ていただいておりますＤＩＤ地区、その内側にオレンジ色で

塗られている１ヘクタール当たり６０人以上の区域を候補

として選定をさせていただいております。 

今までの方針１から３に基づく区域を重ね合わせたもの

がこちらのスライドになります。 

４駅の拠点に加え、人口密度が将来も保たれ、都市機能が

充足し、地域の拠点的な役割を担う箇所を都市拠点としてこ

こで３箇所設定をします。 

その結果、４駅に加え、鈴張町・緑町周辺地区、立野台・

尾尻地区、及び下大槻地区の３地区を合わせた７地区を都市

機能誘導区域の候補地として選定をしました。 

 現状漠然としたエリアでありますので、次に方針４といた

しまして、今後都市機能誘導区域内の土地活用を図るにあた

り、一体的な土地利用となるように用途地域や字界、及び地

形地物で候補となった区域を修正し、区切ったほか、公共施

設再配置計画におけるコミュニティ拠点としての学校及び

公民館等の公共施設については可能な限り区域に含めるこ

ととしています。 

 一方で都市機能施設を誘導するにあたり用途上の制限が

ある低層住居専用地域や工業地域については区域から除外

をしています。 

 これまでの方針１から４に基づき、御説明した７地区を都

市機能誘導区域の素案として設定するものです。 

 区域につきましては、現在、広めに設定していまして、市

街化区域の約１７．７パーセントとなっております。 

 次に、各７地区の個別内容について説明させていただきま

す。 

 こちらは、秦野駅周辺地区で、本市中心の交通結節点の役

割を担う地域と考えております。 

 こちらの区域につきましては、現在整備を行っている秦野

駅北口周辺整備計画の区域と秦野駅南部土地区整理事業の

区域を合わせて構成されています。 

 また、本町四ツ角を起点とした商業圏を考慮し、大規模商

業施設のあるイオンの敷地を含めて区域を決めています。 
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 次に渋沢駅周辺地区です。 

 こちらは、平成５２年の人口動向でも、駅南部に１ヘクタ

ール当たり１００人以上の人口密度が見込まれていること

や、将来的な公共施設の活用を見込み、小学校を区域に編入

することで７００メートルの圏域よりも広い区域設定とな

っています。 

次に、鶴巻温泉駅周辺地区になります。 

こちらは、駅周辺及び県道を中心とした南北に延びる区域

設定となっております。北側の伊勢原市と接している地域に

ついては、都市施設を設けた場合、居住が分散し、市の総人

口への影響が懸念されることから区域から除外をしていま

す。 

また、駅西側に飛び出た区域がありますが、こちらも現状

学校が存在していますので、この区域における学校機能を補

完するため区域として編入をしております。 

次に東海大学前駅周辺地区です。 

こちらは、駅を中心に南は東海大学の校舎へ延びる区域と

なっております。 

駅南西部、線路の北側の区域につきましては、現在のコミ

ュニティバスのルートを踏まえ、この先にあります北矢名地

区や大根台の住民の受け皿となるような地域として区域設

定をしております。 

次に、立野台・尾尻周辺地区です。 

こちらは、秦野赤十字病院をはじめ、生活利便施設が立地

しており、秦野中井インターチェンジのアクセスを生かすよ

うな形での区域として考えております。 

そのため秦野中井インターチェンジからのアクセスを考

慮し、秦野赤十字病院を含み、県道を中心とした区域設定と

なっています。 

また、この区域の南部の南が丘地区につきましては、平成

５２年の人口動向の推計でも、１ヘクタール当たり１２０人

以上の人口密度が見込まれているため、誘導区域としての設

定は行っておりません。 

将来的に、伊勢原から延びる国道２４６号バイパスの整備

や秦野中井インターチェンジからのアクセスを踏まえ、今後
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会  長 

 

 

伊藤委員 

 

 

 

都市政策課長 

 

 

 

の土地利用についての検討が必要な地域として考えており

ます。 

次に下大槻周辺地区になります。 

こちらは団地の特性を活かし、高齢者の将来の活躍や大学

との連携を視野に入れ、施策展開を図るポテンシャルのある

地域として考えております。 

区域につきましては、小学校、県立高校及び団地の利活用

や、東海大学との連携の可能性を考慮、地域の拠点としての

区域設定を行っています。 

この区域に含まれています下大槻団地については、入居率

が高く、回転率が低いとの特徴があり、今後、入居者支援等

を踏まえ、区域及び施策検討が必要と考えております。 

最後になりますが、鈴張町・緑町周辺地区です。 

こちらは、国道沿いの秦野駅と渋沢駅の概ね中間に位置す

る場所で、東地区、北地区のアクセスを踏まえ生活利便機能

を活かした区域設定となっております。 

この区域内には、保健福祉センター、警察署及び銀行等の

都市機能が集まっています。 

また、将来的な市有地の活用を視野に入れた区域設定とし

て行っております。 

以上、都市機能誘導区域の素案ということで７地区を設定

し、その区域について説明をさせていただきました。 

説明は以上となります。 

 

ただ今の報告について、何か御質問、御意見はございませ

んか。 

 

居住誘導区域内に、都市機能誘導区域を設定するというこ

とですが、都市機能誘導区域の中に人口を増やせるターゲッ

トとなるものが求められているということでしょうか。 

 

今の御質問の中で、居住誘導区域につきましては、都市機

能誘導区域を定めさせていただいたうえで、再度検討をさせ

ていただく予定としております。 

今、お示しをさせていただいている区域につきましては人
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口のＤＩＤの関係を含めまして密度の高いところを選定し、

平成５２年を目途として検討をした区域で設定させており

まして、そこを中心に今、都市機能のエリアをお示しさせて

いただいているところです。 

 

既存の機能が集約しているところを取捨選択して、コンパ

クトシティに向かうというイメージだったのですが、居住の

多いところに新たに拠点を持ってくる、整理するということ

ですか。 

 

現状、都市機能が維持できるところを含めまして、誘導を

かけてまいりたいと考えております。 

 

資料の６、７ページですが、都市機能誘導区域の設定方針

が国と秦野市それぞれあります。秦野市が国と比べて大きく

違っている点を教えていただきたい。 

 

６ページの資料は、国が立地適正化計画を検討するうえで

指針としているものの抜粋になります。 

７ページは秦野市として駅圏とすること、日常生活の利便

性が高いところ、並びに人口集積が高いところということで

方針１から４まで示させていただいております。 

特に大きく特色があるものとしましては、本市は、駅圏の

徒歩圏域を７００メートルとさせていただいているのに対

し、国の圏域では８００メートルとなっています。 

なぜ１００メートル縮めて７００メートルかということ

ですが、秦野市の特質上、山や坂が多いことを考慮した徒歩

圏としているためです。 

方針２、３，４についても言葉としては秦野市の状況に置

き換えている内容ですが、国の方針を鑑みて、日常の利便性

の高いところを抽出し、人口集積が高いところ、また、現況

の土地利用の実態を見て総合的に判断するとしています。 

 

小中学校のうち、区域の中に入っている学校と入っていな

い学校があるようですが、そのすみ分けはどのように考えて
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いますか。それと、例えば、本町中は区域の中に入っていな

いですが、長い目で見たときに本町中も区域の中に含めると

いった可能性も考慮して考えていますか。 

 

まず、小中学校の区域取りについて、今回の設定の中で大

野委員がお話された前提としまして、公共施設再配置との関

係があると思います。 

こちらにつきましては、段階的にすみ分けをさせていただ

いた中で、都市機能誘導区域に含めるかどうかの検証をして

おり、集積の高いところは、できるだけ学校を包含する形と

し区域を設定しています。 

中には、集積率が可能性として低くなるケースのところ

は、現在のところ区域に含めていない状況となっています。 

今後の検討方針の中で、見直しはできるのかという御質問

につきましては、都市計画の見直しのサイクルと同等になる

と思っておりますので、都市マスタープランの見直し、ある

いは総合計画等の見直しの中で必要となれば改定するとい

うように考えております。 

 

都市機能誘導区域は市内４駅の他に下大槻周辺も含まれ

ていますが、団地の入居率や高齢化率が高い状況です。 

先々、地域内で高齢化がどう進むか、入居者をどう誘導す

るかという課題があると思います。 

また、都市整備公団は、１、２階は高齢者の優先住居とな

っていまして、全国から高齢者が集まっています。 

こうしたテーマについてどのようにお考えか教えていた

だきたいなと思います。 

 

今の下大槻周辺地区につきまして、どのような考え方があ

るかという御質問ですが、御指摘のとおり高齢化率、人口密

度が高くなっているところです。実際のところ居住密度が依

然として高く、今後も減少する想定がないことをＵＲの方に

も確認をしております。 

また、今後どのような形で市とＵＲが取り組もうかという

ことも相談をさせていただいておりまして、ＵＲの方では、
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当面はこのままの形にしたいとおっしゃられましたが、１０

年先、２０年先を踏まえて密に連携をとって集約並びに次の

展開を考えたいという御意見をいただいております。 

ＵＲとは引き続き、このエリア設定をしたうえで、地域の

活性化につなげる施策を考えてまいりたいと考えておりま

す。 

 

下大槻団地周辺の件ですが、人口密度、集積度が高いから

区域を設定しているように聞こえるわけですが、その中の人

口の質というのは、ものすごく高齢化が進んでおり、実は空

き室になってしまうのではないかと実は思っていたのです

が、今のお話ですと、非常に入居率が良くていつも埋まって

いるということなのですね。 

そういうことを含めますと、南が丘にも住宅がございます

が、都市機能の拠点を含んで居住誘導区域を定めるというこ

とですので、居住誘導区域の中で、都市拠点のてこ入れをし

ていくという位置付けで解釈すればよろしいでしょうか。 

 

下大槻周辺地区につきましては、お話させていただいたと

おりですが、同様に考えるならば、南が丘についても、高層

団地がございまして、こちらの人口の集積率は、２０年後も

高いという結果が示されています。 

ただ、長期的な展望ですと、現状、南が丘は人口集積が厳

しい状況と考えております。こちらは２０年を超えた時点で

人口減少が進行するのか、人口を維持できるのかというのは

なかなか見通しがつかない状況でございますが、ポテンシャ

ルを鑑みて、こちらについては集積の区域からは外させてい

ただいております。 

 立野台緑地の北側に都市機能誘導区域を設定し、緑地から

南側については、今後の動向を見守った中で施策を展開して

まいりたいと考えております。 

また、４駅周辺というのは、基本的なスタイルを方針に基

づいた形で都市機能誘導区域を設定させていただいており

ます。 

あとは、本市の計画としては比較的、周辺の自治体が取り
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組まれてきた立地適正化計画のエリアよりは若干絞り込ん

だ設定としております。 

国の方針もこのところ、しっかりと検証をしたうえで絞り

込みをしていくものとお示しがありますので、そこのところ

も加味させていただいております。 

 

よく理解できました。例えばの話ですが、南が丘を居住誘

導区域の中に入れるという可能性はありますか。 

 

居住誘導区域につきましては、都市機能誘導区域の外側に

設定してまいりたいと考えております。 

都市機能誘導区域については、市街化区域の１７．７パー

セントになりそうだと考えており、居住誘導区域は、その外

側ということになりますので、概ね市街化区域全体の７０パ

ーセント程度という方針を持っておりますので、南が丘周辺

地区は、ほとんどが居住誘導区域になるというように考えて

います。 

 

都市拠点を地区別に見ていきますと、ひとつは渋沢駅周辺

地区についての説明で、区域中に１ヘクタール当たり１００

人を超える部分があるというお話と、駅から半径７００メー

トルというお話がありましたが、この設定方針は何かもう一

度伺いたいです。 

また、鶴巻温泉駅周辺と東海大学前駅周辺との間に、都市

機能誘導区域に含めない区域があります。こちらは地図上で

見ると、人口密度が高いように見えるのですが、ここを外し

た理由を教えてください。 

 

まず、渋沢駅周辺地区でございますが、駅周辺の外側にも

区域を設けているところは、先ほど大野委員からも御質問が

ございましたとおり、公共施設の関係がございまして、外側

に公民館や小学校といった施設を含める形で多少広めの区

域設定となっています。 

また、人口推計につきましては、人口動態、趨勢から導い

たものであり、区域の設定方針の根拠としています。 
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続きまして、鶴巻温泉駅周辺でございますが、こちらの方

の関係と東海大学前駅周辺との間にある密度の高いところ

を区域に含めない理由は、利便性の高い施設が無いことと、

土地利用の現状といたしまして住宅がはりついていて、展開

の余地が無いと判断しておりまして、居住誘導区域としては

含めるとしても、都市機能誘導区域としては含めないことと

しています。 

 

法律上、立地適正化計画というのは都市計画の中でどうい

う位置にあるのか教えていただきたい。 

 

立地適正化計画自体が都市再生特別措置法の中に計画と

しては位置付けられています。 

立地適正化計画が都市計画の中でどういった位置を示す

かという考え方につきましては、都市計画マスタープランの

位置付けとして都市計画とリンクしているという形で解釈

しております。 

また、政府の方針としましては、都市計画マスタープラン、

総合戦略等の位置付けにも含まれるとしておりますので、一

定の上位計画全てが関連しているという理解をしています。 

 

先ほどの話の中でもありましたが、学校や公民館が都市機

能誘導区域から外れている部分があるというのはいかがな

ものかと思います。 

本来は、駅圏の区域として７００メートルとしたのは、秦

野市の場合、アップダウンが激しいからという理由の説明が

ありましたが、こういうのも短絡的な印象を受けます。 

例えば学校は、都市機能誘導区域から外れているというこ

とならば、学校機能が都市計画から大事な要素を持っている

のなら７００メートルにこだわる必要はないのではないか

と思います。 

通学路だとか住民環境の問題が出てくる中で、計画を立て

て学校を作ってきたと思いますが、今回、都市機能誘導区域

に入っていないところもあるというのはいかがなものかな

と思います。 
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今、佐野委員のおっしゃる相対的な話を含めますとごもっ

ともな御理解かと考えます。 

小学校、公民館の考え方につきましてはコミュニティの形

成の観点からの成り立ちと、今私どもが取り組んでいるコン

パクトプラスネットワークの観点からの成り立ちという両

極の面で精査をしなければならないと考えています。 

また、それと関連してそれぞれの計画との整合性を図らな

ければならないと考えております。 

今回、都市機能誘導という考え方の中で公民館並びに小中

学校が含まれるケースと含まれないケースが出てくるとい

う立地上の問題もございます。あとは、今の土地利用の形成

状況、それから特に大きいのは立地適正化計画につきまして

はまず市街化区域の中で設定することが前提となっていま

す。市域全体で考えれば、当然、上地区や北地区にも小中学

校がございます。そういったところは都市機能誘導区域から

は外れてくるという考え方がございますので、その考え方に

合った中で精査をし、区域に含められる部分はなるべく施設

上の機能としても活かすという意味も加味して設定してい

るのが今回の素案となっています。 

 

今の御質問と関係する部分では、公共施設再配置計画との

バランスで検討されたということですが、もうひとつは、例

えばコミュニティバスですとか、インターチェンジの話が説

明にもありましたが、交通計画との関係はいかがでしょう

か。 

 

交通計画という部分で、はだの交通計画を策定させていた

だいているところですが、この話自体は、コンパクトプラス

ネットワークを意識しておりまして、立地適正化計画の中で

も関連している公共施設に関する公共施設総合管理計画と、

また、交通計画の一部としまして地域公共交通網の再編整備

計画等の意識を持って精査するという項目があります。 

それを加味したうえで、ネットワークの中に南が丘や下大

槻といった拠点を含めた中での設定とさせていただいてお
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ります。 

説明の中で、インターチェンジ周辺の整備計画にも触れさ

せていただいております。 

戸川地区はスマートインターチェンジが計画されており

ますが、現状、土地利用の状況から都市機能誘導区域に関す

る検討にのせられる段階にないことを含めまして、今後の施

策の展開によって定めていくことを検討したいというよう

に考えております。 

 

他に御意見が無いようですので、次に議事（１）イ 報告

第３号の「秦野市都市計画公園・緑地の見直し計画の素案に

ついて」を議題とします。事務局説明をお願いします。 

 

それでは、「秦野市都市計画公園・緑地の見直し計画」素

案について説明します。 

まず始めに、都市計画公園・緑地の見直しの経緯について、

説明します。皆様は、資料２－１を合わせて御覧ください。 

これまで都市計画は、一度策定したものについて、変更は

行うとしても計画を見直すということは行っていませんで

した。 

しかし、少子高齢化、人口減少等の社会情勢の変化や限ら

れた財源の中でこれまで整備してきた都市基盤施設の維持

管理、更新等の費用捻出等が課題となり、都市計画決定はし

たものの長期にわたって事業着手に至ることができない長

期未着手の都市計画施設が出てきています。都市計画施設の

計画地内については、土地利用の制限が発生するため、長期

未着手は長期にわたり私権を制限することとなるため問題

となっています。 

こうした経緯を踏まえたうえで、国土交通省が定める都市

計画運用指針において、都市計画施設に関する都市計画見直

しの考え方が示され、適時適切な都市計画の見直しを行って

いく方針となりました。 

ちなみに、神奈川県では、県内市町で都市計画道路見直し

を行っており、本市でも平成２６年３月に都市計画道路見直

し計画を策定しております。 
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今回の都市計画公園・緑地の見直しについても、同様に県

内市町で一斉に行っています。 

次に、本市における都市計画公園・緑地の整備状況につい

て説明します。 

本市には、公園が５２箇所、緑地が４箇所の合計５６箇所

の公園、緑地を都市計画決定しております。そのうち、事業

中を含む整備済みの公園・緑地は、５５箇所であり、整備率

は、計画面積の約７０パーセントとなっております。 

ちなみに、神奈川県内の平均整備率が約７１パーセントで

すので、同程度となっています。また、公園の充足率を判断

する一つの指標として市民一人当たりの都市公園面積とい

うものがあります。 

緑の基本計画では、平成３７年までに９．０８平方メート

ルとする目標値を設定しており、平成２９年４月時点では、

６．３７平方メートルとなっています。 

このように、本市のほとんどの公園・緑地は整備済みとな

っているなかで、未だに事業着手していない公園は、当初、

総合公園として決定してから６７年が経過している弘法山

公園だけとなっております。 

続きまして、今回の都市計画公園・緑地の見直し内容につ

いてです。ここでは、お手元の資料２－２秦野市都市計画公

園・緑地の見直し計画素案の１１ページから１４ページの内

容について説明していきます。１１ページは、見直しのフロ

ー図となりますので、１２ページから御覧ください。 

都市計画公園・緑地の見直しを行うに当たって、始めに、

事前準備として、上位計画の確認を行います。ここでは、緑

の基本計画等の上位計画について、社会情勢等の変化によっ

て計画を見直す必要があるかどうかを確認します。 

本市の場合は、緑の基本計画と都市マスタープランとの整

合を確認します。 

次に、ステップ１として見直し対象の選定を行います。こ

こでは、都市計画決定後２０年以上未着手の区域を含む都市

計画公園・緑地を抽出します。本市では、６７年未着手の弘

法山公園が対象となります。 

ステップ２では、弘法山公園について、求められている機
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能を整理して必要性があるのかどうかを確認しています。弘

法山公園の当初の目的は、「住民のレクリエーションの向上」

と「風致の保全」となっています。現在の緑の基本計画にお

いても、「レクリエーション機能」や「環境保全機能」等を公

園に求める主な機能として定めており、弘法山公園の機能に

ついては、引き続き必要性があるという整理をしておりま

す。 

ステップ３では、財政上の観点や整備優先度の観点から実

現性があるかどうか検証を行っていますが、厳しい財政状況

の中で、大規模な公園整備事業を実施することは困難である

ため、実現性は低い状況にあります。 

ステップ４の代替性の検証ですが、ここでは、代替地の有

無や既存の公園への機能代替の可能性、代替先の公園として

の継続性、担保性の検証を行っています。 

弘法山公園については、代替地の確保は困難ですが、既存

の都市計画公園や自然公園等の市内各公園において機能の

代替ができるという整理をしています。また、機能代替を行

った公園の継続性、担保性については、既存の都市計画決定

された公園はもちろん、自然公園についても緑地制度により

法令で土地利用に制限がかかっていることから、仮に都市計

画を廃止したとしても十分確保できるものと判断しました。 

以上の点から、秦野市都市計画公園の見直し計画の中で、

弘法山公園については、都市計画の位置付けを廃止するとい

う方向性で整理しています。 

最後に今後のスケジュールですが本日の都市計画審議会

において概要について報告させていただきました。 

今後は、１０月下旬から１１月下旬でパブリックコメント

を実施し、いただいた御意見を基に素案を修正し、原案を作

成します。 

その後、１２月中旬に予定しております本年度３回目の都

市計画審議会で内容について諮らせていただいたうえで、年

度内に見直し計画の策定と公表を行う予定です。 

都市計画変更については、上位計画の改定時期等、考慮し

ながら、翌年度以降で適切な時期に行ってまいりたいと考え

ております。 
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以上の報告について、何か御質問、御意見はございません

か。 

 

最初に言っておきたいのは、都市計画公園の整備率が高い

ことは、秦野市が誇れることだと思っております。 

何十年も見直していない公園を今更どうするのかという

考えもあります。 

代替機能のある他の公園があることが見直しの担保とい

うこと、それが既に都市計画決定した公園であるという説明

がありましたが、一度都市計画決定したものは、過去の計画

に基づかないで決めているはずなので、そのあたりの説明は

スムーズにできないかなというのは聞いていて感じました。 

 

実はまさに、今回素案の説明をさせていただいたところ

で、既存の公園の部分に機能を上乗せして位置付けられるか

どうかという部分につきまして、神奈川県のガイドライン等

参照しながら今回素案を作っていく中で思慮していたとこ

ろです。 

弘法山公園は秦野市を代表する公園としての位置付けで

ある一方で、本市の実態としましては、昭和４０年代以降、

秦野中央運動公園、いわゆるカルチャーパーク等の整備がな

され、市民の憩いの場であったり、体育館、文化会館等の施

設としても機能は充実しております。 

実態としましては、レクリエーション機能等は、そちらの

方にシフトしていると考えておりますが、都市計画としてそ

ういう部分が追加決定できるかということにつきましては、

計画の整合性や今後、神奈川県との調整をしていきまして、

今回の中ですと判断もつかない部分もありましたので、素案

の中ではケース１、ケース２に分けております。 

いずれのケースにつきましても、弘法山公園は都市計画の

位置付けを無くしていくという結論に至っております。 

 

今回の計画は、弘法山公園を総合公園としての位置付けを

廃止するということですよね。そこでお聞きしたいのは、レ
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クリエーション機能ですとか、遊具といったものが総合公園

の位置付けを外してしまうと機能が失われてしまうのでし

ょうか。あくまで自然なままの状態での公園という扱いなの

か、あるいはレクリエーション機能としての整備も行えるの

か、そういうところをおたずねしたい。 

 

総合公園というのは、都市計画の中では都市基幹公園とい

うことですが、面積的にも弘法山公園が約２０．１ヘクター

ルあるのに対し、中央運動公園が約１７．７ヘクタールと規

模的にも一致してくるのと、都市基幹公園ということで市を

代表するような公園として整備が求められております。 

そういった中で、現在の総合公園としての弘法山公園と、

都市公園としての機能としてはカルチャーパークもそうで

すが、営造物公園といいまして、きちんと用地を買収して人

工的に施設を整備したりして、遊具ですとか施設を整備して

維持管理をして市民に提示していくというのは、都市公園の

本来のあるべきことです。 

実際の弘法山公園の位置付けも、実は昭和２５年に総合公

園として都市計画に定められましたが、その後、昭和３５年

に県立自然公園の区域に重複指定されまして、これは自然公

園ですから考え方としましては、地域性緑地といいまして、

どちらかといえば、自然のまま緑地として位置付けられてい

ます。 

現在、弘法山公園を整備したいとしても、自然公園法の規

制がありますので建築や土地の改変といったものは厳しく

制限されています。 

また、実際弘法山としましては、風致ですとか、自然を豊

かにして維持していく、市民に愛される場所として存続させ

てくものです。 

ですから、弘法山に人工的に何かを整備するというのは、

財政的にも、市民のニーズとしても今無いだろうという中で

は、都市計画の総合公園としての位置付けを無くしても、自

然公園法の位置付けの中で担保できるということで私ども

今回の素案を作っております。 
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先に廃止が決まっていて、廃止に導くためにもっともらし

い理由を考えているというようなイメージですが、例えば決

定のプロセスの中でケース１、ケース２とありますが、本来

の積み上げ方と違うのではないかと感じましたがいかがで

しょうか。 

 

御質問にありましたとおり、方向性ありきではないかとい

う御意見もありますが、まず都市計画の見直しの部分で先ほ

ど説明させていただいた素案の１１ページのところで、神奈

川県のガイドラインに準拠している見直しの手順がありま

す。 

本市は他の自治体と比べ、未整備な公園が少なく、弘法山

公園の１箇所のみとなっています。残りの公園につきまして

は、整備済なり事業が着手されている状況ですので、見直し

計画としましては、弘法山公園をいかにしていくかというこ

とに絞られております。 

素案１１ページの各ステップの検証を経て、最終的には、

存続、変更・付替、又は廃止という３つのいずれかの結論に

至りますが、弘法山公園の計画としての実現性や代替性を検

討した中で、都市計画の位置付けを無くしていくという方向

で案をまとめております。 

最初に廃止が前提ということではなく、未整備の弘法山公

園について、都市計画の見直しをどのように行ったかという

報告をさせていただき、案を作成してまいりたいと考えてお

ります。 

 

今の説明ですと、例えば素案の１４ページのケースは２個

でなく１個ではないかと思いますがいかがでしょうか。 

 

本来、ケースは１個で判断できれば明確なのですが、都市

計画決定をして機能の変更・付替をしていくのか、あるいは

機能の付替をしないで廃止するのか、どういう都市計画の判

断が下せるかについては、県都市計画課とも法定協議が必要

ですので、結論が出ていない部分がありますので、今回のよ

うな形でお示しをさせていただいたところです。 
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弘法山公園が都市計画で定められてから６７年経ちます

が、これをどう考えるかということですね。 

中央運動公園がカルチャーパークとして整備されて、都市

計画の目的は達成されているということで、今回の見直し計

画を策定する運びとなったという認識でよろしいでしょう

か。 

 

当初、都市計画を定めたときには、弘法山公園にレクリエ

ーション機能等の整備を目的としておりました。 

昭和４０年代以降、中央運動公園が整備された中で、事実

上、レクリエーション機能は、中央運動公園をはじめ、他の

公園を含め備えてきております。 

ただ、弘法山公園については、風致の機能、優れた自然環

境を維持していくということも求められていることだと考

えております。都市計画の中で担保しなくても、自然公園法

の規制の中で今現在中身を担保できるだろうということで、

こちらを総合公園としての位置付けを廃止したとしても、今

現在の土地利用は維持されるだろうということで考えてお

ります。 

 

あえて見直しをしないといけないことがあるのでしょう

か。なんの不都合がなければ、あえて時間をかける必要はな

いと思いますがいかがでしょう。 

この緑地の見直しについては、最初から弘法山公園をター

ゲットにしているけど、何か不都合があるのかどうか教えて

もらいたい。 

 

これまで都市計画の見直しにつきましては５年ごとの見

直しを行っている中で、道路について、以前ご審議いただい

た都市計画道路の見直し計画を策定させていただいており

ます。 

その流れと同様に、今後はこの計画立てをしない限りは都

市計画の手続に移行できないという弊害がありますので、今

回は都市計画公園の見直しとして報告をさせていただき、次
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回の都市計画審議会の中で諮問答申させていただきたいと

考えております。 

 

見直しをしなくてはならないという話があるので、今回素

案を作られているのですね。 

 

弘法山が、総合公園としてふさわしくないといったことな

ら理解できるのだけれども、少なからず何十年と見直さなく

ても不都合がなかったように思えるので、都市計画から外す

必要性があるのかどうか疑問です。 

例えば地元からの要望があるとかであれば、話がわかりま

すけれど、そういう話ではないのですよね。 

漠然と総合公園としての機能を、弘法山公園の代わりにカ

ルチャーパークが持っているというのも、ニュアンスが違う

と感じています。 

 

都市計画として見直しをしていかなければならないとい

うプロセスがある中で、今回の結論に至ったわけですね。 

 

なぜ今、弘法山公園の計画を見直すのかが疑問です。 

 

それは、未整備である、未着手であるものが、市内では弘

法山公園しか無かったので、それについて検討をしているわ

けですね。 

 

弘法山公園に対して都市計画の見直しをすることで、自然

をバージョンアップできるとかメリットがあるのですかと

いうのが言いたいわけです。 

 

今更ながらの見直しに聞こえます。もっと早くできなかっ

たのかという感じもしますし、これもやめる、あれもやめる

というのは市が衰退をしていく気がしてなりません。 

例えば、秦野赤十字病院の産婦人科が撤廃して２年以上経

ちますが、これが人口減少につながるのではといわれる中

で、もっと市民を引き込むものがほしいです。 
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ある意味では、ミライエが成功したものではないかと思い

ますが、もっと大きな展開を持って施策を行っていただきた

い。 

 

ただ今のお話を御意見として伺いまして、参考にさせてい

ただきます。ありがとうございます。 

 

個人的な話ですが、弘法山公園を都市計画から外すという

のは賛成です。自然のまま維持できるということは好ましい

ことだと思っています。 

ですから、自然公園法の趣旨に基づいて、管理してほしい

という考えです。 

 

ただ今の御意見についても、参考にさせていただきます。

ありがとうございます。 

 

次に議題（２）その他ですが、事務局の方から生産緑地地

区に関する状況報告があります。 

 

その他の案件として、生産緑地法の法改正がありましたの

で、都市計画審議会の委員の皆様の方に状況を御報告させて

いただきたいと思います。 

 

それでは、「生産緑地地区に関する状況について」説明い

たします。 

お配りした資料については後ほど触れさせていただき、ま

ずは前方のスクリーンにて説明させていただきます。 

それでは失礼ながら座って説明させていただきます。 

こちらは、本市の生産緑地地区の箇所数と指定面積の推移

になります。 

平成４年に当初指定を行い、６６６箇所、約１０１ヘクタ

ールが指定され、ピーク時の平成９年時点では、７４３箇所、

１１３．２ヘクタールありましたが、その後、高齢化の進展

や農業の担い手不足などにより、生産緑地は減少傾向が続い

ている状況となっております。 
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続いて、こちらは本市の生産緑地地区の分布状況を図示し

たものになります。 

赤い線で囲われている区域が本市の市街化区域で、その中

に緑色の生産緑地が分布しております。 

地区別にみると、大根・鶴巻地区は駅周辺にも多く分布し

ておりますが、その他の地区については駅から離れた郊外に

多く分布していることが伺えます。 

こちらは地区別の生産緑地地区の一覧になります。 

生産緑地の指定面積と箇所数を地区ごとに見ると、南地

区、大根地区、西地区に占める割合が高くなっております。 

また、市街化区域の面積のうち、生産緑地の指定面積の割

合は市内全体で約４．２パーセントになります。 

こちらは、県内他市との生産緑地地区における比較です。 

指定面積や箇所数ともに、政令指定都市である川崎市、横

浜市、相模原市に次ぐものとなっております。 

また、市街化区域面積１ヘクタール当たりの箇所数、指定

面積ではともに県内平均値の約３倍の数値であり、県内トッ

プの指定密度となっております。 

次に、生産緑地法等の改正の概要について御説明させてい

ただきます。 

近年、都市農業の多様な機能に着目し、市街化区域内の農

地を「宅地化すべき」ものから、都市環境を形成するうえで

「あるべきもの」へと捉えることを明確にし、基本的な方針

が示されました。 

この基本方針の実現に向けた施策の一環として、今年の６

月に生産緑地法が改正され、主な改正の内容として大きく３

つが挙げられます。 

ここからはお配りさせていただいた資料３－２、「生産緑

地法等の改正について」を御覧ください。 

まず１点目として、お手元の資料の２ページ目にあります

ように生産緑地地区の面積要件の引下げが挙げられます。 

これは、生産緑地地区を定めることができる農地の面積

を、地域の実情に応じて、市が条例で３００平方メートルを

下限に引下げ可能とするものです。 

次に資料３ページ目にありますように、生産緑地地区にお
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鳥海委員 

 

ける建築規制の緩和が挙げられます。 

こちらは生産緑地地区内で許可を受けて建築できる施設

として、これまでのビニールハウス、集荷倉庫、農機具倉庫

などに加え、新たに生産緑地地区内で生産された農産物を扱

うレストランや農産物の加工施設、生産緑地地区内で生産さ

れた農産物を販売する直売所といった施設が追加されまし

た。 

次に、資料の４ページ目にありますように、指定後３０年

を経過する生産緑地について所有者の意向を基に、市が当該

生産緑地を特定生産緑地として指定することにより、買取申

出の開始時期を１０年間延長することができる措置を新た

に設けています。 

続いて、資料の５ページ目にありますように、都市計画法、

建築基準法も関連して改正が行われ、住宅と農地が混在し、

両者が調和して良好な居住環境と営農環境を形成する地域

を「田園住居地域」として定めることが可能となり、これま

での１２種類の用途地域制度にプラスして１３種類の用途

区分となりました。 

以上が改正された生産緑地法等の概要となります。 

本市の生産緑地地区の指定状況は、現状、比較的充足され

ているといえるものの、減少傾向が続いています。 

国の施策において、都市農地を市街地内の貴重な緑地とし

て、積極的にまちづくりの中に位置付けていく考え方にシフ

トしていく状況下で、本市においても、生産緑地に対する営

農者や農政部局、農業委員会、農協の意向を十分に把握しな

がら、これらの動向を十分に調査したうえで、引き続き取組

み方の検討を進めてまいりたいと考えております。 

以上で、「生産緑地地区に関する状況について」の説明を

終わらせていただきます。 

 

以上の報告について、何か御質問、御意見はございません

か。 

 

資料３－２の５ページにあります住居系用途地域の一類

型として田園住居地域の創設としてありますが、住居と農地
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が問題なく、調和のとれた環境であるというのは非常に良い

事だと思っています。 

例えば、宅地のあるところで農業をやっていると苦情が出

てやりづらいという話はよく聞く中で、この制度を導入する

ことで、住民がお互い問題なく生活できる場が保てるという

こともあるかと思います。 

広報等を通じてこうした制度をアピールするようなこと

をやってほしいです。 

ハードルは高いかもしれませんが、個々の取組だとなかな

か解決できないことを、制度を活用してぜひ働きかけてほし

いと思います。 

 

私共としましても、都市計画のサイドで検討するものと、

農政サイドで御検討いただくものが大変重要となってくる

ことかと考えております。 

農政の部局につきましては、ここにもお示しをしておりま

すが、都市農業振興基本計画並びに都市農地のありかたにつ

いて御議論いただきながら今後の展望を調整させていただ

きたいと考えておりますので、よろしくお願いしたいと思い

ます。 

 

こちらこそ、よろしくお願いします。 

 

秦野市独自の展開があると面白そうですね。その他、何か

事務局の方から何かありますか。 

 

次回の審議会開催予定ですが、今年の１２月の中旬から下

旬頃を予定しております。 

議題は、「立地適正化計画の区域設定について」、「秦野市

都市計画公園・緑地の見直し計画について」、「生産緑地地区

の変更について」、「都市計画道路の変更について」、「用途地

域の変更について」、「防火及び準防火地域の変更について」 

以上を予定しております。 

開催の１か月前には日程をお知らせいたしますので、御承

知おきいただきたいと思います。 
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最後に皆様から何かございますか。 

（意見なし） 

 

これをもちまして、本日の審議会を終了します。御協力あ

りがとうございました。皆様、本日は御多用な中お集まりい

ただき、ありがとうございます。 
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